
 

 

報道関係各位 

2022 年 5 月 11 日 

株式会社さとふる 
 

民間ふるさと納税ポータルサイト初！ 

さとふる、オンラインでワンストップ特例申請が完結する 

「さとふるアプリdeワンストップ申請」を今秋提供開始 

～ワンストップ特例申請がスマートフォンで完結。寄付者、自治体双方の負担軽減に貢献～ 

ふるさと納税ポータルサイト「さとふる」（https://www.satofull.jp/）を運営する株式会社さとふる（本

社：東京都中央区、代表取締役社長：藤井 宏明）は、ワンストップ特例制度における申請がスマートフ

ォン上で可能になる「さとふるアプリ de ワンストップ申請」のサービスを今秋（予定）より開始しま

す。なお、マイナンバー入力や電子署名を含め、ワンストップ特例制度の申請がオンラインで完結するサ

ービスの提供は、民間のふるさと納税ポータルサイトで初めて※1 となります。 

サービス開始予告に伴い、予定されているサービスの詳細を解説した「ワンストップ特例申請がオンライ

ンで可能に！さとふるアプリ de ワンストップ申請」ページを公開しました。 

■イメージ 

特設ページURL：https://www.satofull.jp/static/onestop_app.php 

ワンストップ特例制度は諸条件を満たすと確定申告が不要となることから、ふるさと納税の寄付控除を受

ける申請が手軽になるため多くの寄付者が活用しています。一方で、寄付者は寄付した翌年の 1 月 10 日

までに自治体へ到着するよう申請書類を送付する必要があるため、自治体から届いた申請書類の管理のほ

か、本人確認書類の準備や必要書類への記入、郵送などの手続きを行う必要がありました。自治体も全国

から到着する数万件におよぶ書類の確認作業や入力などの手続きを 1 月末までに行わなくてはならず、

ふるさと納税の寄付が増加する 12 月から、処理完了期日の 1 月末までに大きな業務負荷が発生する実態

がありました。 

「さとふるアプリ de ワンストップ申請」は、さとふるアプリでワンストップ特例制度への申請をオンラ

インで完結することができるサービス※2 です。本サービスは、株式会社野村総合研究所（本社：東京都

千代田区、代表取締役会長兼社長：此本 臣吾）が提供する「電子申請サービス※3」を利用します。オン

ラインで申請が完結できることで、寄付者は申請のために申請書への記入や本人確認書類の印刷、申請先

自治体への書類郵送準備などが不要になります。また、自治体も寄付者への申請書送付や、届いた申請書

の内容確認や入力などの負担を減らすことができるため、申請を行う寄付者と手続きを行う自治体、両者

の負担軽減が期待できます。 

https://www.satofull.jp/
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株式会社さとふるは、今後も寄付者や自治体の要望に応え利便性を向上させることにより、より多くの方

にふるさと納税制度を活用してもらうことで、地域活性化を推進します。 
 

■「さとふるアプリdeワンストップ申請」使用のメリット 

【寄付者】 

 ワンストップ特例制度の申請が「さとふるアプリ」からオンライン申請で完結 

 寄付後すぐに申請することができるため申請書類の管理が不要 

 申請書への押印、本人確認書類コピー、郵送準備などが不要 
 

【自治体】 

 本サービスを希望する寄付者への申請書送付が不要 

 申請情報をオンライン上で確認可能なため、到着した申請書の確認・入力や不備確認などの作業が不

要となり、作業負荷軽減に 
 

■寄付者の「さとふるアプリdeワンストップ申請」使用メリットイメージ 

 

■「さとふるアプリdeワンストップ申請」寄付者の利用イメージ 

＜参考＞ 

■さとふるアプリについて  

https://www.satofull.jp/static/satofull_app.php 

■ふるさと納税ワンストップ特例制度とは 

https://www.satofull.jp/static/onestop.php 

 

https://www.satofull.jp/static/satofull_app.php
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※1 民間企業の運営するふるさと納税ポータルサイトとの比較における評価。民間企業の運営するふるさと納税ポータル

サイト 10 社を対象に株式会社さとふるが調査（2022 年 4 月 28 日時点） 

※2 さとふるサイトから申し込みした寄付が対象。Yahoo!ショッピング版さとふるや、PayPay 版さとふるでの寄付はさと

ふるサイトとの連携により利用可能です。また、一部「さとふるアプリ de ワンストップ申請」が利用できない自治体があ

ります 

※3 総務大臣認定の公的個人認証サービスである「e-NINSHO」を活用し、オンライン上で本人確認とマイナンバーの提出

を実施します 

 

■株式会社さとふるについて 

株式会社さとふるは、ふるさと納税（自治体への寄付）を通して地域活性化を推進しています。「ふるさ

との元気を“フル”にする、ふるさとの魅力が“フル”に集まる ふるさと応援、ふるさと納税ポータルサイ

ト」をコンセプトに、寄付者向けに「さとふる」で寄付先の自治体やお礼品の選定、寄付の申し込み、寄

付金の支払いなどができるサービスを提供しています。自治体向けには寄付の募集や申し込み受け付け、

寄付金の収納、お礼品の在庫管理や配送など、ふるさと納税の運営に必要な業務を一括代行するサービス

を提供しています。また、ふるさと納税を活用した地域活性化の取り組みを掲載する、地域情報サイト

「ふるさとこづち」（https://www.satofull.jp/koduchi/）を運営しています。 
 

以上 

 この報道発表資料に記載されている会社名および製品・サービス名は、各社の登録商標または商標です。 

 この報道発表資料に記載されている内容、製品、仕様、問い合わせ先およびその他の情報は、発表日時点のものです。これらの情報は予

告なしに変更される場合があります。 

【本件に関する問い合わせ先】  

報道機関から…株式会社さとふる 経営戦略室 広報担当 井田・坂平 

Tel：03-6262-6148 FAX：03-6262-6146  E-mail：pr@satofull.co.jp 

お客さまから…さとふるサポートセンター E-mail：ask@satofull.co.jp 

Tel：0570-048-325 受付時間：午前 10 時～午後 5 時（土・日曜日、祝日、年末年始を除く） 

https://www.satofull.jp/koduchi/

